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議 案 第 ３ １ 号

令和５年度

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算

阿 久 根 市





令 和 ５ 年 度 阿 久 根市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 

 令和５年度阿久根市の国民健康保険特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ３,００３,１９４千円と定める。 

２ 直営診療施設勘定の歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１９,４３６千円と定める。 

３ 事業勘定及び直営診療施設勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，事業勘定 

 １００,０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のと

おりと定める。 

 事業勘定の保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和５年２月２４日提出 

阿久根市長  西 平 良 将     

－1－



－2－



－3－



－4－



－5－





予 算 に 関 す る 説 明 書

国民健康保険特別会計
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給 与 費 明 細 書 

 （事業勘定） 

 １ 特 別 職 

区 分 職 員 数

(人) 

給 与 費 

共 済 費

(千円) 

合 計

(千円) 

備 考 報 酬

(千円) 

給 料

(千円) 

期 末 手 当

(千円)

年間支給率

(月分) 

調 整 手 当

(千円) 

そ の 他 の

手 当

(千円) 

計 

(千円) 

本 年 度

長 等

議 員

その他の

特 別 職
9 129     129  129 

計 9 129     129  129 

前 年 度

長 等

議 員

その他の

特 別 職
9 129     129  129 

計 9 129     129  129 

比 較

長 等

議 員

その他の

特 別 職
0 0     0  0 

計 0 0     0  0 

－28－



 ２ 一 般 職 

 総 括 

区 分 職 員 数 

(人) 

給 与 費 
共 済 費 

(千円) 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 
(5) 

7  
7,328 22,591 11,825 41,744 8,380 50,124 

前 年 度 
(5) 

7  
7,197 22,420 11,562 41,179 8,143 49,322 

比 較 
(0) 

0  
131 171 263 565 237 802 

 ※（ ）内は，一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上 

職 員 

手 当 の 

内 訳 

区 分 

扶養手当 

(千円) 

住居手当 

(千円) 

通勤手当 

(千円) 

時 間 外 

勤務手当 

(千円) 

期末勤勉手当 

      (千円)

本年度 0 570 139 1,000 10,116

前年度 0 360 204 1,000 9,998

比 較 0 210 △ 65 0 118

－29－



ア 会計年度任用職員以外の職員 

区 分 職 員 数 

(人) 

給 与 費 
共 済 費 

(千円) 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 7 － 22,591 10,321 32,912 6,690 39,602 

前 年 度 7 － 22,420 10,080 32,500 6,626 39,126 

比 較 0 － 171 241 412 64 476 

職 員 

手 当 の 

内 訳 

区 分 

扶養手当 

(千円) 

住居手当 

(千円) 

通勤手当 

(千円) 

時 間 外 

勤務手当 

(千円) 

期末勤勉手当 

      (千円)

本年度 0 570 139 1,000 8,612

前年度 0 360 204 1,000 8,516

比 較 0 210 △ 65 0 96

－30－



イ 会計年度任用職員 

区 分 職 員 数 

(人) 

給 与 費 
共 済 費 

(千円) 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 
(5) 

7,328 － 1,504 8,832 1,690 10,522 

前 年 度 
(5) 

7,197 － 1,482 8,679 1,517 10,196 

比 較 
(0) 

131 － 22 153 173 326 

 ※（ ）内は，一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上 

職 員 

手 当 の 

内 訳 

区 分 

期末手当 

     (千円) 

本年度 1,504

前年度 1,482

比 較 22

－31－



 給料及び職員手当の増減額の明細 

区 分 増 減 額 

(千円)

増 減 事 由 別 内 訳 

(千円)

説       明 備            考 

給 料 171 昇給に伴う増加

分 

759  職員数の異動状況 

その他の増減分 △588 人事異動等による  当該年度の前年

度当初職員数

〔異動数〕 当 該 年 度  

当初職員数  

 ５年度

 ４年度

 増 減

7 人

7 人

0 人

0 人

0 人

0 人

7 人

7 人

0 人

職員手当 263 その他の増減分 263 住居手当 

通勤手当 

期末勤勉手当 

210千円

△65千円

118千円

－32－



 給料及び職員手当の状況 

   ア 職員１人当たり給与 

区              分 一 般 行 政 職 

５年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ２５４,８８６ 

平 均 給 与 月 額（円） ２７９,９１０ 

平 均 年 齢（歳） ３４.０ 

４年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ２６２,７４３ 

平 均 給 与 月 額（円） ２７０,０２０ 

平 均 年 齢（歳） ３１.４ 

   イ 初任給 

区     分 一 般 行 政 職 

(円)

国 の 制 度 

一 般 行 政 職 

(円)

高  校  卒 １５４,６００ １５４,６００ 

大  学  卒 １７５,３００ １８５,２００ 

－33－



   ウ 級別職員数 

区     分 
一   般   行   政   職 

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) 

５年１月１日現在 

７   級   

６   級   

５   級 １ １４.３ 

４   級 １ １４.３ 

３   級 ２ ２８.６ 

２   級 １ １４.３ 

１   級 ２ ２８.６ 

計 ７ １００   

４年１月１日現在 

７   級   

６   級   

５   級   

４   級 ２ ２５.０ 

３   級 ２ ２５.０ 

２   級 ３ ３７.５ 

１   級 １ １２.５ 

計 ８ １００   

－34－



（級別の基準となる職務） 

区   分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 

一 般 行 政 職 

１ 主事補又は

技師補の職務 

２ 主事又は技

師の職務 

 高度の知識又

は経験を必要と

する業務を行う

主事又は技師の

職務 

 主任の職務 １ 係長の職務 

２ 主査の職務 

３ 参事補の職

務 

１ 課長補佐の

職務 

２ 主幹の職務 

１ 課長の職務 

２ 参事の職務 

 政策監の職務 

－35－



   エ 昇給 

区          分 一 般 行 政 職 

本

年

度

職 員 数 (A)  （人） ７    

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ７    

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）  

  ２号給 （人）     

  ３号給 （人）     

  ４号給 （人） ７    

比 率 (B)／(A)  （％）     １００.０  

前

年

度

職 員 数 (A)  （人） ７    

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ７    

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）     

  ２号給 （人）     

  ３号給 （人）     

  ４号給 （人） ７    

比 率 (B)／(A)  （％）     １００.０  

－36－



   オ 期末手当・勤勉手当 

区     分 
支 給 期 別 支 給 率 

支給率計（月分） 
職制上の段階，職務の 

級等による加算措置 
備   考 

６月（月分） １２月（月分） 

本  年  度 ２.２００  ２.２００  ４.４０  有  

前  年  度 ２.１５０  ２.２５０  ４.４０  有  

国 の 制 度 ２.２００  ２.２００  ４.４０  有  

   カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区   分 
２０年勤続の者 

（月分）

２５年勤続の者 

（月分）

３５年勤続の者 

（月分）

最 高 限 度 

（月分）

そ の 他 の 

加 算 措 置 等 
備   考 

支 給 率 等 ２６.３６５５０ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(２％～20％加算) 

一般職の職員の退職手当に

関する条例（昭和58年鹿児

島県町村職員退職手当組合

条例第２号）による 

国 の 制 度 

（支給率等） 
２４.５８６８７５ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(３％～45％加算) 

－37－



   キ その他の手当 

区     分 国の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 同  

通 勤 手 当 異 距離の区分が異なる 

－38－



給 与 費 明 細 書 

 （施設勘定） 

 １ 一 般 職 

  ア 会計年度任用職員 

区 分 職 員 数 

(人) 

給 与 費 
共 済 費 

(千円) 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 
(2) 

4,246  836 5,082 922 6,004 

前 年 度 
(2) 

4,104 － 808 4,912 845 5,757 

比 較 
(0) 

142 － 28 170 77 247 

 ※（ ）内は，一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上 

職 員 

手 当 の 

内 訳 

区 分 

期末手当 

     (千円) 

本年度 836

前年度 808

比 較 28

－39－



地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び 

当該年度末における現在高の見込みに関する調書 

 （直営診療施設勘定） 

                                                             （単位：千円） 

区       分 
前 前 年 度 末 

現 在 高 

前 年 度 末 

現在高見込額 

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み 
当 該 年 度 末 

現在高見込額 当 該 年 度 中 

起 債 見 込 額 

当 該 年 度 中 

元金償還見込額 

１ 普 通 債 3,975 2,024  2,024 0 

 大川診療所改築事業債 3,975 2,024  2,024 0 

合 計 3,975 2,024  2,024 0 

－40－



議 案 第 ３ ２ 号

令和５年度

交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 予 算

阿 久 根 市





令 和 ５ 年 度 阿 久 根市 交 通 災 害 共 済 特 別 会 計 予 算 

 令和５年度阿久根市の交通災害共済特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ６,５５０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

  令和５年２月２４日提出 

阿久根市長  西 平 良 将     

－41－
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予 算 に 関 す る 説 明 書

交通災害共済特別会計
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給 与 費 明 細 書 

 特 別 職 

区 分 職 員 数

(人) 

給 与 費 

共 済 費

(千円) 

合 計

(千円) 

備 考 報 酬

(千円) 

給 料

(千円) 

期 末 手 当

(千円)

年間支給率

(月分) 

調 整 手 当

(千円) 

そ の 他 の

手 当

(千円) 

計 

(千円) 

本 年 度

長 等

議 員

その他の

特 別 職
4 19     19  19 

計 4 19     19  19 

前 年 度

長 等

議 員

その他の

特 別 職
4 19     19  19 

計 4 19     19  19 

比 較

長 等

議 員

その他の

特 別 職
0 0     0  0 

計 0 0     0  0 
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議 案 第 ３ ３ 号

令和５年度

介 護 保 険 特 別 会 計 予 算

阿 久 根 市





令 和 ５ 年 度 阿 久 根 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 

 令和５年度阿久根市の介護保険特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ３,２０５,００８千円と定める。 

２ 介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１７,９１８千円と定める。 

３ 事業勘定及び介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，事業勘定 

 １００,０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のと

おりと定める。 

 事業勘定の保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

  令和５年２月２４日提出 

阿久根市長  西 平 良 将     

－51－
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予 算 に 関 す る 説 明 書

介 護 保 険 特 別 会 計
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給 与 費 明 細 書 

 （事業勘定） 

 １ 特 別 職 

区 分 職 員 数

(人)

給 与 費 

共 済 費

(千円)

合 計

(千円)

備 考 報 酬

(千円)

給 料

(千円)

期 末 手 当

(千円)

年間支給率

(月分)

調 整 手 当

(千円)

そ の 他 の

手 当

(千円)

計 

(千円)

本 年 度

長 等

議 員

その他の

特 別 職
13 120 120 120

計 13 120 120 120

前 年 度

長 等

議 員

その他の

特 別 職
13 120 120 120

計 13 120 120 120

比 較

長 等

議 員

その他の

特 別 職
0 0 0 0

計 0 0 0 0
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 ２ 一 般 職  

 総 括 

区 分 職 員 数 

(人) 

給 与 費 
共 済 費 

(千円) 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 
(10) 

6  
22,828 16,472 12,907 52,207 10,060 62,267 

前 年 度 
(10) 

6  
22,406 16,932 13,223 52,561 9,590 62,151 

比   較 0 422 △ 460 △ 316 △ 354 470 116 

 ※（ ）内は，一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上 

職 員 

手 当 の 

内 訳 

区 分 

扶養手当 

(千円) 

住居手当 

(千円) 

通勤手当 

(千円) 

時 間 外 

勤務手当 

(千円) 

期末勤勉手当 

      (千円)

本年度 240 1,026 72 1,000 10,569

前年度 240 1,458 222 1,000 10,303

比 較 0 △ 432 △ 150 0 266
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ア 会計年度任用職員以外の職員 

区 分 職 員 数 

(人) 

給 与 費 
共 済 費 

(千円) 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 6 － 16,472 8,508 24,980 5,034 30,014 

前 年 度 6 － 16,932 8,932 25,864 5,107 30,971 

比 較 0 － △ 460 △ 424 △ 884 △ 73 △ 957 

職 員 

手 当 の 

内 訳 

区 分 

扶養手当 

(千円)

住居手当 

(千円)

通勤手当 

(千円)

時 間 外 

勤務手当 

(千円)

期末勤勉手当 

      (千円)

本年度 240 1,026 72 1,000 6,170

前年度 240 1,458 222 1,000 6,012

比 較 0 △ 432 △ 150 0 158
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イ 会計年度任用職員 

区 分 職 員 数 

(人) 

給 与 費 
共 済 費 

(千円) 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 (10) 22,828 － 4,399 27,227 5,026 32,253 

前 年 度 (10) 22,406 － 4,291 26,697 4,483 31,180 

比 較 (0) 422 － 108 530 543 1,073 

 ※（ ）内は，一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上  

職 員 

手 当 の 

内 訳 

区 分 

期末手当 

     (千円) 

本年度 4,399

前年度 4,291

比 較 108
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 給料及び職員手当の増減額の明細 

区 分 増 減 額 

(千円)

増 減 事 由 別 内 訳 

(千円)

説       明 備            考 

給 料 △460 昇給に伴う増加

分 

598   職員数の異動状況 

 当該年度の前年

度当初職員数

〔異動数〕 当 該 年 度  

当初職員数  その他の増減分 △1,058 人事異動等による 

 ５年度

 ４年度

 増 減

6 人

6 人

0 人

0 人

0 人

0 人

6 人

6 人

0 人

職員手当 △316 その他の増減分 △316 住居手当 

通勤手当 

期末勤勉手当 

△432千円

△150千円

266千円
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 給料及び職員手当の状況 

   ア 職員１人当たり給与 

区              分 一 般 行 政 職 

５年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ２２４,６６７ 

平 均 給 与 月 額（円） ２６５,９０５ 

平 均 年 齢（歳） ３０.１ 

４年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ２３５,９００ 

平 均 給 与 月 額（円） ２６４,６５４ 

平 均 年 齢（歳） ３２.１ 

   イ 初任給 

区     分 一 般 行 政 職 

(円)

国 の 制 度 

一 般 行 政 職 

(円)

高  校  卒 １５４，６００ １５４，６００ 

大  学  卒 １７５，３００ １８５，２００ 
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   ウ 級別職員数 

区     分 
一   般   行   政   職 

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) 

５年１月１日現在 

７   級   

６   級   

５   級   

４   級 １ １６.７ 

３   級 １ １６.７ 

２   級 １ １６.７ 

１   級 ３ ５０.０ 

計 ６ １００   

４年１月１日現在 

７   級   

６   級   

５   級   

４   級 １ ２０.０ 

３   級 １ ２０.０ 

２   級 １ ２０.０ 

１   級 ２ ４０.０ 

計 ５ １００   
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（級別の基準となる職務） 

区   分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 

一 般 行 政 職 

１ 主事補又は

技師補の職務 

２ 主事又は技

師の職務 

 高度の知識又

は経験を必要と

する業務を行う

主事又は技師の

職務 

 主任の職務 １ 係長の職務 

２ 主査の職務 

３ 参事補の職

務 

１ 課長補佐の

職務 

２ 主幹の職務 

１ 課長の職務 

２ 参事の職務 

 政策監の職務 
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   エ 昇給 

区          分 一 般 行 政 職 

本

年

度

職 員 数 (A)  （人） ６    

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ６    

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）     

  ２号給 （人）     

  ３号給 （人） １    

  ４号給 （人） ５    

比 率 (B)／(A)  （％） １００    

前

年

度

職 員 数 (A)  （人） ６    

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ６    

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）     

  ２号給 （人）     

  ３号給 （人）    １    

  ４号給 （人） ５    

比 率 (B)／(A)  （％） １００    
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   オ 期末手当・勤勉手当 

区     分 
支 給 期 別 支 給 率 

支給率計（月分） 
職制上の段階，職務の 

級等による加算措置 
備   考 

６月（月分） １２月（月分） 

本  年  度 ２.２００  ２.２００  ４.４０  有  

前  年  度 ２.１５０  ２.２５０  ４.４０  有  

国 の 制 度 ２.２００  ２.２００  ４.４０  有  

   カ 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区   分 
２０年勤続の者 

（月分）

２５年勤続の者 

（月分）

３５年勤続の者 

（月分）

最 高 限 度 

（月分）

そ の 他 の 

加 算 措 置 等 
備   考 

支 給 率 等 ２６.３６５５０ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(２％～20％加算) 

一般職の職員の退職手当に

関する条例（昭和58年鹿児

島県町村職員退職手当組合

条例第２号）による 

国 の 制 度 

（支給率等） 
２４.５８６８７５ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(３％～45％加算) 
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   キ その他の手当 

区     分 国の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 同  

通 勤 手 当 異 距離の区分が異なる 
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給 与 費 明 細 書 

 （介護サービス事業勘定） 

 １ 一 般 職 

  ア 会計年度任用職員 

区 分 職 員 数 

(人) 

給 与 費 
共 済 費 

(千円) 

合 計 

(千円) 
備 考 

報 酬(千円) 給 料(千円) 職員手当(千円)   計 (千円) 

本 年 度 (4) 11,296  2,205 13,501 2,525 16,026 

前 年 度 (4) 11,052 － 1,961 13,013 2,246 15,259 

比 較 (0) 244 － 244 488 279 767 

 ※（ ）内は，一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上 

職 員 

手 当 の 

内 訳 

区 分 

期末手当 

     (千円) 

本年度 2,205

前年度 1,961

比 較 244
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額 

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書 

（事業勘定） 

                                                               （単位：千円） 

事    項 限  度  額 

前年度末までの  

支出（見込）額  

当該年度以降の 

支 出 予 定 額  

左  の  財  源  内  訳 

特   定   財   源 
一般財源

期  間 金 額 期  間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

「食」の自立支援事

業委託料 
42,150 － － 

令和５年度から

令和７年度まで
42,150 24,341 0 8,114 9,695
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議 案 第 ３ ４ 号

令和５年度

後期高齢者医療特別会計予算

阿 久 根 市





令和５年度阿久根市後期高齢者医療特別会計予算 

 令和５年度阿久根市の後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ３９７,７９５千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

  令和５年２月２４日提出 

阿久根市長  西 平 良 将     
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予 算 に 関 す る 説 明 書

後期高齢者医療特別会計
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議 案 第 ３ ５ 号

令和５年度

水 道 事 業 会 計 予 算

阿 久 根 市





令 和 ５ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 （総則） 

第１条 令和５年度阿久根市の水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

 給 水 戸 数        ９ ,５８０戸 

 年 間 総 給 水 量     ３,４５０,０００立方メートル 

 １ 日 平 均 給 水 量        ９ ,４２６立方メートル 

 主要な建設改良事業 

原水設備改良費         ６,８００千円 

    配水設備改良費        ７４,０４１千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

           収           入  

 第１款  水 道 事 業 収 益     ５７２,２８７千円 

  第１項 営 業 収 益     ４０７,００８千円 

  第２項 営 業 外 収 益     １６５,２７５千円 

  第３項 特 別 利 益            ４千円 
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           支           出  

 第１款  水 道 事 業 費 用     ５５２,９８１千円 

  第１項 営 業 費 用     ４９８,６１４千円 

  第２項 営 業 外 費 用      ５０,３６６千円 

  第３項 特 別 損 失          １千円 

  第４項 予 備 費       ４ ,０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３２,０５１ 

千円は，当年度分損益勘定留保資金１５０,８０１千円，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額８,０３９千円， 

減債積立金７３,２１１千円で補 するものとする。）。 

           収           入  

 第１款  資 本 的 収 入     ３１,３６１千円 

  第１項 企 業 債     ３０,０００千円 

  第２項 負  担  金      １ ,３６０千円 

  第３項 固定資産売却代金         １千円 

           支           出  

 第１款  資 本 的 支 出    ２６３,４１２千円 

  第１項 建 設 改 良 費     ８９,１７３千円 
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  第２項 企 業 債 償 還 金    １７１,２３８千円 

  第３項 投 資 及 び 基 金            １千円 

第４項 予 備 費       ３ ,０００千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

令 和 ５ 年 度 配 水 管

布 設 替 事 業

千円 

３０,０００ 
証書借入又 

は証券発行 

年利５.０％以内。ただ

し，利率見直し方式で借

り入れる場合について，

利率の見直しを行った後

においては，当該見直し

後の利率とする。 

政府資金についてはその融資条件に

より，銀行その他の場合にはその債

権者との協定によるものとする。た

だし，市財政の都合により据置期間

及び償還期限を短縮し，若しくは繰

上償還又は低利に借換えすることが

できる。 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は，２０,０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

 営業費用及び営業外費用の間の流用 

 建設改良費及び企業債償還金の間の流用 
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 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経費をその経費の金額

に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。 

 職 員 給 与 費  ６０,２５７千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 水道事業に助成するため，一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，４３,８１１千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は，５,３９４千円と定める。 

  令和５年２月２４日提出 

阿久根市長  西 平 良 将     
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予 算 に 関 す る 説 明 書

水 道 事 業 会 計





令 和 ５ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 

収 入 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 水 道 事 業 収 益   572,287  

 １ 営 業 収 益  407,008  

  １ 給 水 収 益 404,719  

  ２ そ の 他 営 業 収 益 2,289  

 ２ 営 業 外 収 益  165,275  

  １ 受取利息及び配当金 88  

  ２ 補 助 金 1  

  ３ 他 会 計 補 助 金 43,811  

  ４ 資 本 費 繰 入 収 益 72,988  

  ５ 雑 収 益 540  

  ６ 長 期 前 受 金 戻 入 47,847  

 ３ 特 別 利 益  4  

  １ 固 定 資 産 売 却 益 1  

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 1  

３ 受 入 補 償 金 1  

  ４ そ の 他 特 別 利 益 1  
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支 出 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 水 道 事 業 費 用   552,981  

 １ 営 業 費 用  498,614  

  １ 原 水 費 152,218  

  ２ 配 水 及 び 給 水 費 59,874  

  ３ 業 務 費 42,260  

  ４ 総 係 費 20,159  

  ５ 減 価 償 却 費 218,893  

  ６ 資 産 減 耗 費 5,210  

 ２ 営 業 外 費 用  50,366  

  １ 支払利息及び企業債取扱諸費 21,549  

  ２ 消費税及び地方消費税 28,617  

  ３ 雑 支 出 200  

 ３ 特 別 損 失  1  

  １ 過 年 度 損 益 修 正 損 1  

 ４ 予 備 費  4,000  

  １ 予 備 費 4,000  
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資 本 的 収 入 及 び 支 出 

収 入 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 資 本 的 収 入   31,361  

 １ 企 業 債  30,000  

  １ 企 業 債 30,000  

 ２ 負 担 金  1,360  

  １ 負 担 金 1,360  

 ３ 固 定 資 産 売 却 代 金  1  

  １ 固 定 資 産 売 却 代 金 1  
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支 出 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 資 本 的 支 出   263,412  

 １ 建 設 改 良 費  89,173  

  １ 原 水 設 備 改 良 費 6,800  

  ２ 配 水 設 備 改 良 費 74,041  

  ３ 固 定 資 産 購 入 費 7,590  

  ４ メ ー タ ー 購 入 費 742  

 ２ 企 業 債 償 還 金  171,238  

  １ 企 業 債 償 還 金 171,238  

 ３ 投 資 及 び 基 金  1  

  １ 出 資 金 1  

 ４ 予 備 費  3,000  

  １ 予 備 費 3,000  
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令 和 ５ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

７３,２１１,０００

（ 単 位 ： 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

賞与引当金の増減額（△は減少） ３１,０００

当期純利益又は当期純損失（△） ５６,７５４,０００
減価償却費 ２１８,８９２,９６５
資産減耗費 ５,１００,０００

貸倒引当金の増減額（△は減少） １１,０００
長期前受金戻入額 △ ４７,８４７,９３７
受取利息及び受取配当金 △ ７６５,０００

支払利息 ２３,９６３,０００
資本費繰入収益 △ ７３,２１１,０００

未収金の増減額（△は増加） △ ４１,０００
たな卸資産の増減額（△は増加） ０
未払金の増減額（△は減少） ６,１８８,０００
小　計 １８９,０７５,０２８

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 ７６５,０００
利息の支払額 △ ２３,９６３,０００
業務活動によるキャッシュ・フロー １６５,８７７,０２８

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ ８０,３８９,０００
出資による支出 ０

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ７,１７８,０００
一般会計からの繰入金による収入

資金増加額（又は減少額） １７,４６２,３８５

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ３０,０００,０００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １７１,２３６,６４３
財務活動によるキャッシュ・フロー △ １４１,２３６,６４３

資金期首残高 １,１９９,７９４,２８１
資金期末残高 １,２１７,２５６,６６６
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給 与 費 明 細 書 

 １ 総 括 

 会計年度任用職員以外の職員 

区 分 
職員数 

(人) 

給       与       費 

法定福利費 

(千円) 

合  計 

(千円)
報 酬 

(千円)

給 料 

(千円) 

手 当 

(千円) 

計 

(千円) 

本 年 度 7 0 27,221 13,240 40,461 8,335 48,796 

前 年 度 7 0 25,123 11,894 37,017 7,644 44,661 

比 較 0 0 2,098 1,346 3,444 691 4,135 

 会計年度任用職員 

区 分 
職員数 

(人) 

給       与       費 

法定福利費 

(千円) 

合  計 

(千円)
報 酬 

(千円)

給 料 

(千円) 

手 当 

(千円) 

計 

(千円) 

本 年 度 （4） 7,816 0 1,507 9,323 1,718 11,041 

前 年 度 （4） 7,442 0 1,444 8,886 1,474 10,360 

比 較 （0） 374 0 63 437 244 681 

 ※（ ）内は，一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上 
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 手当の内訳 

手 当 の 

内 訳 

区 分 
扶養手当 

(千円) 

住居手当 

(千円) 

通勤手当 

(千円) 

時 間 外 

勤務手当 

(千円) 

期末勤勉 

手 当 

(千円) 

管 理 職 

手 当 

(千円) 

管理職員 

特別勤務 

手 当 

(千円) 

本 年 度 438 180 267 2,000 9,897 444 14 

前 年 度 360 516 311 2,000 8,249 444 14 

比 較 78 △336 △44 0 1,648 0 0 

 ２ 給料及び手当の増減額の明細 

区 分 増 減 額 

(千円)

増 減 事 由 別 内 訳 

(千円)

説       明 備            考 

給 料 2,098 昇給に伴う増加

分 

1,048  職員数の異動状況 

その他の増減分 1,050 人事異動等による   当該年度の前年

度当初職員数

〔異動数〕 当 該 年 度  

当初職員数  

 ５年度

 ４年度

 増 減

7 人 

8 人 

△1 人 

0 人

△1 人

△1 人

7 人 

7 人 

0 人 

職員手当 1,346 その他の増減分 1,346 扶養手当 

住居手当 

通勤手当 

期末勤勉手当 

78千円

△336千円

△44千円

1,648千円 

－115－



３ 給料及び手当の状況 

 職員１人当たり給与 

区              分 企 業 職 

５年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ３２３,３５７ 

平 均 給 与 月 額（円） ３６３,６３４ 

平 均 年 齢（歳） ５３.４ 

４年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ３１５,７００ 

平 均 給 与 月 額（円） ３３１,３４１ 

平 均 年 齢（歳） ５１.３ 

 初任給 

区     分 企 業 職 

(円)

一 般 会 計 の 制 度 

一 般 行 政 職 

(円)

高  校  卒 １５４,６００ １５４,６００ 

大  学  卒 １７５,３００ １７５,３００ 
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 級別職員数 

区     分 
企       業       職 

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) 

５年１月１日現在 

７   級   

６   級 １ １４.３ 

５   級 １ １４.３ 

４   級 ３ ４２.８ 

３   級   

２   級 ２ ２８.６ 

１   級   

計 ７ １００ 

４年１月１日現在 

７   級   

６   級 １ １２.５ 

５   級 １ １２.５ 

４   級 ３ ３７.５ 

３   級 １ １２.５ 

２   級 ２ ２５.０ 

１   級   

計 ８ １００  
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 （級別の基準となる職務） 

区   分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 

企 業 職 

１ 主事補又は

技師補の職務 

２ 主事又は技

師の職務 

 高度の知識又

は経験を必要と

する業務を行う

主事又は技師の

職務 

 主任の職務 １ 係長の職務 

２ 主査の職務 

３ 参事補の職

務 

１ 課長補佐の

職務 

２ 主幹の職務 

１ 課長の職務 

２ 参事の職務 

 政策監の職務 
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 昇給 

区          分 企  業  職 

本

年

度

職 員 数 (A)  （人） ７     

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ４     

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）   

  ２号給 （人）  

  ３号給 （人）    

  ４号給 （人） ４     

比 率 (B)／(A)  （％）  ５７.１   

前

年

度

職 員 数 (A)  （人） ７     

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ４     

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）     

  ２号給 （人）     

  ３号給 （人）     

  ４号給 （人） ４     

比 率 (B)／(A)  （％）   ５７.１   
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 期末手当・勤勉手当 

区     分 
支 給 期 別 支 給 率 

支給率計（月分） 
職制上の段階，職務の 

級等による加算措置 
備   考 

６月（月分） １２月（月分） 

本  年  度 ２.２００  ２.２００  ４.４０  有 

前  年  度 ２.１５０  ２.２５０  ４.４０  有 

一般会計の制度 ２.２００  ２.２００  ４.４０  有 

 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区   分 
２０年勤続の者 

（月分）

２５年勤続の者 

（月分）

３５年勤続の者 

（月分）

最 高 限 度 

（月分）

そ の 他 の

加 算 措 置 等 
備   考 

支 給 率 等 ２６.３６５５０ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(２％～20％加算) 

一般職の職員の退職手当に

関する条例（昭和58年鹿児

島県町村職員退職手当組合

条例第２号）による 

一般会計の制度 

（支給率等） 
２６.３６５５０ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(２％～20％加算) 
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 その他の手当 

区     分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 同  

通 勤 手 当 同  
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令 和 ４ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書 

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）                 （税抜） 

 円 円 円 

１ 営 業 収 益    

 給 水 収 益 398,358,000   

 そ の 他 営 業 収 益 2,183,000 400,541,000  

２ 営 業 費 用    

 原 水 費 102,575,000   

 配 水 及 び 給 水 費 47,396,000   

 業 務 費 34,378,000   

 総 係 費 18,285,000   

 減 価 償 却 費 220,333,000   

 資 産 減 耗 費 0 422,967,000 

   営 業 損 失   22,426,000 

３ 営 業 外 収 益    

受取利息及び配当金 766,000   

 他 会 計 補 助 金 42,229,000   

  資 本 費 繰 入 収 益 73,211,000   

  雑 収 益 531,000   

  長 期 前 受 金 戻 入 49,215,000 165,952,000  
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  円 円 円 

４ 営 業 外 費 用    

支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 
23,897,000   

雑 支 出 3,200,000 27,097,000 138,855,000 

   経 常 利 益   116,429,000 

５ 特 別 利 益   

そ の 他 特 別 利 益 0 0  

６ 特 別 損 失    

そ の 他 特 別 損 失 0 0 0 

当 年 度 純 利 益   116,429,000 

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金   245,687,191 

その他未処分利益剰余金変動額   75,384,000 

当年度未処分利益剰余金   437,500,191 
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令 和 ４ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 

（ 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ） 

資 産 の 部 

 円 円 円 円 

１ 固 定 資 産     

 有 形 固 定 資 産     

  イ 土 地  124,968,551   

  ロ 立 木  850,324   

  ハ 建 物 202,342,868    

    減 価 償 却 累 計 額 △86,704,916 115,637,952   

  ニ 構 築 物 6,796,903,598    

    減 価 償 却 累 計 額 △2,771,235,039 4,025,668,559   

  ホ 機 械 及 び 装 置 1,569,554,404    

    減 価 償 却 累 計 額 △852,616,959 716,937,445   

  ヘ 車 両 運 搬 具 4,590,792    

    減 価 償 却 累 計 額 △4,361,250 229,542   

  ト 工具，器具及び備品 20,797,300    

    減 価 償 却 累 計 額 △19,557,669 1,239,631   

  チ 建 設 仮 勘 定  0   

   有 形 固 定 資 産 合 計   4,985,532,004  
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 円 円 円 円 

 無 形 固 定 資 産     

  イ 電 話 加 入 権  100,500 

   無 形 固 定 資 産 合 計   100,500  

 投 資 そ の 他 の 資 産     

  イ 出 資 金  607,000 

   投資その他の資産合計   607,000 

   固 定 資 産 合 計    4,986,239,504 

２ 流 動 資 産     

 現 金 預 金   1,199,794,281  

 未 収 金  6,970,000   

 貸 倒 引 当 金  △174,000 6,796,000  

 貯 蔵 品   53,400 

   流 動 資 産 合 計    1,206,643,681 

   資 産 合 計    6,192,883,185 

負 債 の 部 

３ 固 定 負 債     

  企 業 債     
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  円 円 円 円 

  イ 建設改良費等に充てる 

ための企業債 
 1,695,347,324 

   企 業 債 合 計   1,695,347,324  

  引 当 金     

  イ 修 繕 引 当 金   14,080,000 

   引 当 金 合 計    14,080,000 

   固 定 負 債 合 計    1,709,427,324 

４ 流 動 負 債     

 企 業 債     

  イ 建設改良費等に充てる 

ための企業債 
 171,236,643 

   企 業 債 合 計    171,236,643  

 未 払 金   44,524,000  

 引 当 金     

  イ 賞 与 等 引 当 金  3,953,000 

   引 当 金 合 計    3,953,000  

 そ の 他 流 動 負 債    70,000 

   流 動 負 債 合 計    219,783,643 

５ 繰 延 収 益     

 長 期 前 受 金    1,510,577,482  

   長期前受金収益化累計額   △441,712,807 
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 円 円 円 円 

   繰 延 収 益 合 計    1,068,864,675 

   負 債 合 計    2,998,075,642 

資 本 の 部 

６ 資 本 金    1,968,320,759 

７ 剰 余 金     

 資 本 剰 余 金     

  イ 受 贈 財 産 評 価 額  0   

資 本 剰 余 金 合 計   0  

 利 益 剰 余 金     

  イ 減 債 積 立 金  0   

  ロ 建 設 改 良 積 立 金   788,986,593   

  ハ 当年度末処分利益剰余金  437,500,191 

   利 益 剰 余 金 合 計   1,226,486,784 

   剰 余 金 合 計    1,226,486,784 

   資 本 合 計    3,194,807,543 

   負 債 資 本 合 計    6,192,883,185 
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令和４年度注記 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

  １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法 

     ・主な耐用年数 

      建物       １０年～４５年 ， 構築物       １０年～６０年 ， 機械及び装置    ５年～５０年 

      車両運搬具         ５年 ， 工具，器具及び備品  ２年～１５年 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し，回収不能見込額を計上している。 

（２）退職給付引当金 

職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

（３）賞与等引当金 

職員の期末手当，勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担

に属する額を計上している。 
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４．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。   

Ⅱ．その他の注記  

（１）修繕引当金に関する経過措置  

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

（２）賞与等引当金の取崩し 

   令和４年６月において，職員の期末手当，勤勉手当及びこれに伴う法定福利費として５,２８５千円を支出するため，賞与等引当金３,８８９千円

を取り崩した。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

   令和４年度において，債権の不納欠損が発生するため，貸倒引当金１５０千円を取り崩した。 
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令 和 ５ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 

（ 令 和 ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 ） 

資 産 の 部 

 円 円 円 円 

１ 固 定 資 産     

 有 形 固 定 資 産     

  イ 土 地  124,968,551   

  ロ 立 木  850,324   

  ハ 建 物 202,342,868    

    減 価 償 却 累 計 額  △91,401,430 110,941,438   

  ニ 構 築 物 6,843,975,598    

    減 価 償 却 累 計 額  △2,915,010,943 3,928,964,655   

  ホ 機 械 及 び 装 置 1,580,644,404    

    減 価 償 却 累 計 額  △922,955,084 657,689,320   

  へ 車 両 運 搬 具  4,590,792    

    減 価 償 却 累 計 額  △4,361,250 229,542   

  ト 工具，器具及び備品  27,697,300    

    減 価 償 却 累 計 額  △19,640,091 8,057,209   

  チ 建 設 仮 勘 定   10,227,000   

   有 形 固 定 資 産 合 計   4,841,928,039  

 無 形 固 定 資 産     
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   円 円 円 円 

  イ 電 話 加 入 権   100,500 

   無 形 固 定 資 産 合 計   100,500  

 投 資 そ の 他 の 資 産     

  イ 出 資 金  607,000 

   投資その他の資産合計   607,000 

   固 定 資 産 合 計    4,842,635,539 

２ 流 動 資 産     

 現 金 預 金   1,217,256,666  

 未 収 金  7,011,000   

 貸 倒 引 当 金   △185,000 6,826,000  

 貯 蔵 品   53,400 

   流 動 資 産 合 計    1,224,136,066 

   資 産 合 計    6,066,771,605 

負 債 の 部 

 円 円 円 円 

３ 固 定 負 債     

 企 業 債     

  イ 建設改良費等に充てるた

めの企業債 
 1,570,479,403 

   企 業 債 合 計    1,570,479,403  
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 円 円 円 円 

 引 当 金     

  イ 修 繕 引 当 金   14,080,000 

   引 当 金 合 計    14,080,000 

   固 定 負 債 合 計    1,584,559,403 

４ 流 動 負 債     

 企 業 債     

  イ 建設改良費等に充てるた

めの企業債 
 154,867,921 

   企 業 債 合 計    154,867,921  

 未 払 金   50,712,000  

 引 当 金     

  イ 賞 与 等 引 当 金  3,984,000 

   引 当 金 合 計    3,984,000  

 そ の 他 流 動 負 債    70,000 

   流 動 負 債 合 計    209,633,921 

５ 繰 延 収 益     

 長 期 前 受 金    1,510,577,482  

   長期前受金収益化累計額   △489,560,744 

   繰 延 収 益 合 計    1,021,016,738 

   負 債 合 計    2,815,210,062 

－132－



資 本 の 部 

 円 円 円 円 

６ 資 本 金    2,043,704,759 

７ 剰 余 金     

 資 本 剰 余 金     

  イ 受 贈 財 産 評 価 額  0   

資 本 剰 余 金 合 計   0  

  利 益 剰 余 金     

  イ 減 債 積 立 金   0   

  ロ 建 設 改 良 積 立 金   815,775,593   

  ハ 当年度末処分利益剰余金  392,081,191 

   利 益 剰 余 金 合 計    1,207,856,784 

   剰 余 金 合 計     1,207,856,784 

   資 本 合 計    3,251,561,543 

   負 債 資 本 合 計    6,066,771,605 
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令和５年度注記   

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法 

     ・主な耐用年数 

      建物       １０年～４５年 ， 構築物       １０年～６０年 ， 機械及び装置    ５年～５０年 

      車両運搬具         ５年 ， 工具，器具及び備品  ２年～１５年 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し，回収不能見込額を計上している。 

（２）退職給付引当金 

職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

（３）賞与等引当金 

職員の期末手当，勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担

に属する額を計上している。 
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４．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。   

Ⅱ．その他の注記  

（１）修繕引当金に関する経過措置  

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

（２）賞与等引当金の取崩し 

   令和５年６月において，職員の期末手当，勤勉手当及びこれに伴う法定福利費として５,９２６千円を支出するため，賞与等引当金３,９５３千円

を取り崩した。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

   令和５年度において，債権の不納欠損が発生するため，貸倒引当金１５０千円を取り崩した。 
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議 案 参 考

水 道 事 業 会 計





金 額

1 572,287 585,529 △ 13,242

1 営 業 収 益 407,008 419,526 △ 12,518

1 給 水 収 益 404,719 417,219 △ 12,500 水 道 料 金 403,135

給 水 負 担 金 1,584

2 その他営業収益 2,289 2,307 △ 18 他 会 計 負 担 金 1,359 消火栓維持管理費

手 数 料 930 検査，開閉栓，督促手数料

2 営 業 外 収 益 165,275 165,999 △ 724

1 受取利息及び配当金 88 765 △ 677 預 金 利 息 88

2 補 助 金 1 1 0 補 助 金 1

3 他 会 計 補 助 金 43,811 42,229 1,582 一般会計補助金 43,811

旧簡易水道過疎債・簡
水債利子
児童手当
統合水道に係る普通交
付税措置額

7,751
420

35,640

4 資本費繰入収益 72,988 73,211 △ 223 繰 入 金 72,988

水 道 事 業 収 益

比 較
区 分

旧簡易水道過疎債・簡水債元
金

収　　入　　支　　出　　の　　見　　積　　り　　基　　礎

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 説 明
節

目 本 年 度 前 年 度
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金 額

5 雑 収 益 540 521 19 不用品売却収益 1

そ の 他 雑 収 益 539

6 長期前受金戻入 47,847 49,272 △ 1,425 長期前受金補助金戻入 30,113

長期前受金その他戻入 17,734

3 特 別 利 益 4 4 0

1 固定資産売却益 1 1 0 有形固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1 1 0 過年度損益修正益 1

3 受 入 補 償 金 1 1 0 移 設 補 償 金 1

4 その他特別利益 1 1 0 その他特別利益 1 　

款 項 目 本 年 度 前 年 度

減価償却費に係る長期前受金
補助金の収益化

減価償却費に係る長期前受金
工事負担金ほかの収益化

比 較
節

説 明
区 分

原子力立地給付金ほか

（単位：千円）
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金 額

1 552,981 522,738 30,243

1 営 業 費 用 498,614 459,973 38,641

1 原 水 費 152,218 116,592 35,626 報 酬 468 水源地除草作業

備 消 耗 品 費 819 水源地記録紙ほか

燃 料 費 646 発電機用燃料 　

通 信 運 搬 費 1,889 ＮＴＴ回線利用料 　

委 託 料 38,472 水源地管理業務委託ほか

　 手 数 料 16,238 水質検査手数料ほか

賃 借 料 157 運搬用車借上げ

修 繕 費 9,350 水源地機械器具等修繕

動 力 費 79,332 水源地高圧電気料

薬 品 費 4,545 次亜塩素酸ソーダほか

補 償 金 1

負 担 金 10

保 険 料 291

水道 事 業 費 用

区 分

支　　　　　　　　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説 明

建物総合損害共済
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金 額

　 2 配水及び給水費 59,874 61,359 △ 1,485 報 酬 1,954 会計年度任用職員　1人

　 給 料 11,304 職員数　3人

手 当 5,022

期末勤勉手当
児童手当
その他手当
通勤手当

3,061
420

1,440
101

賞与等引当金繰入額 1,628
賞与分
法定福利費分

1,357
271

法 定 福 利 費 3,622 職員共済組合負担金 　

旅 費 363 日水協水道技術者研究会ほか

被 服 費 148 作業服ほか

　 備 消 耗 品 費 906 工事用工具類ほか

燃 料 費 635 ガソリン代

光 熱 水 費 502 配水池電気料

印 刷 製 本 費 55 工事申請書印刷

通 信 運 搬 費 1,054 ＮＴＴ専用回線料ほか

委 託 料 8,866

手 数 料 125

区 分
比 較

節
款 項 目 本 年 度 前 年 度

漏水当番店待機委託料ほか

自動車継続検査手数料

（単位：千円）

説 明
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金 額

　 　 　 賃 借 料 1,594 漏水時車借上げほか

　 修 繕 費 21,541
漏水修繕等
車両機械器具修繕
量水器修繕

17,050
330

4,161

補 償 金 1 　

負 担 金 96 会議負担金

保 険 料 444
施設賠償保険
自賠責保険料

333
111

公 課 費 14 自動車重量税

3 業 務 費 42,260 36,631 5,629 報 酬 5,862

給 料 6,989 職員数　2人

　 手 当 3,551
期末勤勉手当
その他手当
通勤手当

2,637
778
136

賞与等引当金繰入額 911
賞与分
法定福利費分

758
153

法 定 福 利 費 3,213 職員共済組合負担金

旅 費 390

報 償 費 154 検針業務引継ぎほか

被 服 費 81

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

区 分

（単位：千円）

作業服ほか

説 明

会計年度任用職員　3人

会計年度任用職員通勤手当相当
額ほか
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金 額

備 消 耗 品 費 729 コピー用紙ほか

燃 料 費 99 ガソリン代ほか

　 　 　 印 刷 製 本 費 1,055 納入通知書印刷ほか

　 通 信 運 搬 費 2,573 納付書発送料ほか

委 託 料 9,284 メーター検針委託料

手 数 料 2,673 口座・窓口手数料

賃 借 料 1,122

修 繕 費 330 公用車修理ほか

負 担 金 3,155

保 険 料 74
自動車損害共済
委託検針員傷害保険

41
33

公 課 費 15 自動車重量税

4 総 係 費 20,159 19,586 573 給 料 8,928 職員数　2人

手 当 3,274
期末勤勉手当
その他手当
通勤手当

2,386
858
30

賞与等引当金繰入額 1,445
賞与分
法定福利費分

1,205
240

法 定 福 利 費 2,554 職員共済組合負担金

（単位：千円）

款 項 目

水道料金システムサポート負
担金ほか

本 年 度 前 年 度 比 較
節

区 分
説 明

水道検針システム機器賃借料
ほか
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金 額

旅 費 436

報 償 費 63

被 服 費 74

　 　 　 備 消 耗 品 費 1,517

　 光 熱 水 費 120 事務所用光熱水費

印 刷 製 本 費 54 封筒印刷

通 信 運 搬 費 85 庁内電話料

委 託 料 990

賃 借 料 140

修 繕 費 22 事務機器等修繕

負 担 金 295
日水協正会員費
事務研究会参加料ほか

貸倒引当金繰入額 162 一般債権分

5 減 価 償 却 費 218,893 220,595 △ 1,702
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

218,893 　

6 資 産 減 耗 費 5,210 5,210 0 固 定資 産除 却費 5,100

　 たな卸資産減耗費 110 　

2 営 業 外 費 用 50,366 58,764 △ 8,398 　 　

節

公営企業会計処理支援業務委託
料

款 項 目 比 較
区 分

本 年 度 前 年 度

複写機カウンター料ほか

水道業務パソコン・プリンター
機器使用料

作業服ほか

日水協九州地方支部事務研究会
ほか

（単位：千円）

説 明

水道事業運営委員7名
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金 額

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

21,549 23,963 △ 2,414 企 業 債 利 息 21,483 　

支 払 利 息 66 一時金借入金利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

28,617 34,601 △ 5,984 消費税及び地方消費税 28,617 　

3 雑 支 出 200 200 0 雑 支 出 200 　

3 特 別 損 失 1 1 0

1 過年度損益修正損 1 1 0 過年度損益修正損 1

4 予 備 費 4,000 4,000 0 　

　 1 予 備 費 4,000 4,000 0 予 備 費 4,000 　

比 較款 項 目 本 年 度
区 分

節
説 明

（単位：千円）

前 年 度
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金 額

1 31,361 30,001 1,360

1 企 業 債 30,000 30,000 0

1 企 業 債 30,000 30,000 0 企 業 債 30,000

2 負 担 金 1,360 0 1,360

1 負 担 金 1,360 0 1,360 工 事 負 担 金 1,360

3 固定資産売却代金 1 1 0

1 固定資産売却代金 1 1 0 固定資産売却代金 1

前 年 度 比 較
節

説 明
区 分

資 本 的 収 入

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度
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金 額

1 263,412 260,720 2,692

1 建 設 改 良 費 89,173 83,953 5,220

1 原水設備改良費 6,800 14,490 △ 7,690 工 事 請 負 費 6,800

　 2 配水設備改良費 74,041 68,831 5,210 委 託 料 19,250

　 補 償 金 1

　 工 事 請 負 費 54,790

3 固定資産購入費 7,590 0 7,590
工 具 器 具 及 び
備 品 購 入 費

7,590

　 4 メーター購入費 742 632 110 メーター購入費 742

2 企業債償還金 171,238 173,766 △ 2,528 　 　

1 企 業 債 償 還 金 171,238 173,766 △ 2,528 企 業 債 償 還 金 171,238 　

3 投資及び基金 1 1 0 　 　

1 出 資 金 1 1 0 出 資 金 1 　

4 予 備 費 3,000 3,000 0 　 　

1 予 備 費 3,000 3,000 0 予 備 費 3,000

資 本 的 支 出

市道新城線配水管布設替工事
ほか６件

山下浄水場曝気塔送風機修繕
工事ほか１件

宮之前送水管布設替概略設計
業務委託ほか１件

Smart検針システム用機器購入

支　　　　　　　　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説 明
区 分
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